
埼玉県生活交通路線維持費補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 県は、県民の日常生活上必要な県内の乗合バス路線のうち、広域的・幹線的な

バス路線の維持・確保を図るため、予算の範囲内において埼玉県生活交通路線維持費

補助金（以下「補助金」という。）を交付する。 

２ 前項の補助金の交付に関しては、補助金等の交付手続等に関する規則（昭和４０年

埼玉県規則第１５号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要綱の定める

ところによる。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において、次に掲げる用語の定義は、当該各号に定めるところによる。 

（１）補助ブロック 

地域公共交通確保維持改善事業費補助金交付要綱（平成２３年３月３０日国総

計第９７号、国鉄財第３６８号、国鉄業第１０２号、国自旅第２４０号、国海内

第１４９号、国空環第１０３号。以下「国要綱」という。）別表６に定める地域ブ

ロックをいう。 

（２）地域協議会 

乗合バス事業に係る維持方策を協議し、県内の生活交通の確保を図るため県、

関東運輸局、市町村及び関係事業者等の構成員によって設置された埼玉県生活交

通確保対策地域協議会をいう。 

（３）生活交通路線 

地域協議会において地域住民の生活に必要な旅客自動車輸送の確保のために、

維持・確保が必要と認められ、知事が指定し、かつ、次に掲げるすべての要件を

満たすもの。 

（イ）複数市町村にまたがるもの。ただし、この要件成否の決定は、平成１３年３

月３１日における市町村合併の状態に応じて決定するものとするが、平成１３

年４月１日以降に市町村合併が行われた後の単一市町村内を運行するものとし

て新たに当該補助金を受けようとする路線はこの限りでない。 

（ロ）キロ程が１０ｋｍ以上のもの。 

（ハ）１日当たりの輸送量が１５～１５０人のもの。 

（ニ）１日当たりの運行回数が３回以上のもの。ただし、地域協議会が認めた場合

は、平日１日当たりの運行回数が３回以上のものとする。 

（ホ）国要綱別表５に定める広域行政圏の中心市町村への需要に対応して設定され

るもの、県庁所在地への需要に対応して設定されるもの又は、それ以外の市町

村であって、総合病院等医療機関、学校等の公共施設及び商業施設等が存在す

るなど、広域行政圏の中心市町村に準ずる生活基盤が整備されていると地域協

議会が認めたものへの需要に対応して設定されるもの。 

（ヘ）経常費用に対する経常収益の割合が次に掲げる要件の一に該当するもの。 

（一）１１／２０以上の路線。 

（二）経常収益が経常費用の１１／２０に満たない路線で、市町村が補助するこ

とにより経常収益並びに当該補助額の合計額が経常費用の１１／２０に相当

する額に達するもの。 



（三）経常収益が経常費用の１１／２０に満たない過疎地域等を運行する路線で、

市町村及び県が補助することにより経常収益並びに当該補助額の合計額が経

常費用の１１／２０に相当する額に達するもの。 

（４）乗合バス事業者 

道路運送法（昭和２６年法律第１８３号）第３条第１号イの一般乗合旅客自動

車運送事業を経営する者をいう。 

（５）補助対象期間 

国庫補助金の交付を受けようとする会計年度（財政法（昭和２２年法律第３４

号）第１１条に規定する会計年度をいう。以下同じ。）の９月３０日を末日とする

１年間をいう。 

（６）輸送量 

次式によって算出された数値をいう。 

平均乗車密度 × 運行回数 

（７）地域キロ当たり標準経常費用 

乗合バス事業の運賃原価算定基準により算定された補助金の交付を受けようと

する会計年度の前々年度（以下「基準年度」という。）における乗合バス事業の標

準原価に基づき算出される地方民営乗合バス事業者の当該補助ブロックを含む地

域の実車走行キロ１キロメートル当たりの標準経常費用を基礎として、次式によ

り計算して得られた額をいう。 

 

基準年度における地域キロ当たり標準経常費用の実績額 × 

 

      （１ ＋                         ）２ 

 

       ※ 基準年度を最終年度とする連続した過去３年間をいう。 

 

（８）乗合バス事業者キロ当たり経常費用 

補助対象期間の乗合バス事業の経常費用を補助対象期間の実車走行キロ数で除

した１キロメートル当たりの経常費用をいう。 

（９）補助対象経常費用 

本条（７）の地域キロ当たり標準経常費用と本条（８）の乗合バス事業者キロ

当たり経常費用とを比較し、いずれか少ない方の額に補助対象路線の実車走行キ

ロ数を乗じて得た額をいう。 

（10）地域間幹線系統確保維持計画 

地域協議会が策定する次に掲げる向こう３カ年の事項を記載した生活交通路線に

関する維持・確保計画であって、国土交通大臣の認定を受けたものをいう。 

（イ）地域公共交通確保維持事業に係る目的・必要性 

（ロ）地域公共交通確保維持事業に係る定量的な目標・効果 

（ハ）地域公共交通確保維持事業により運行を確保・維持する運行系統の概要及び

運送予定者 

（ニ）地域公共交通確保維持事業に要する費用の総額、負担者及びその負担額 

（ホ）第２条第３号（ニ）但し書きに基づき地域協議会が定めた、平日１日当たり

の計画運行回数が３回以上の系統の概要 

（ヘ）第２条第３号（ホ）に基づき、地域協議会が「広域行政圏の中心市町村に準

 地域の過去３年間（※）の平均増減率  

２ 



ずる生活基盤が整備されている」と認めた市町村の一覧 

（11）過疎地域等を運行する路線 

次に掲げる要件のいずれかに該当する地域等を運行している路線をいう。 

（イ）過疎地域自立促進特別措置法（平成１２年法律第１５号）第２条第２項の規

定に基づいて公示された市町村 

（ロ）辺地に係る公共的施設の総合整備のための財政上の特別措置等に関する法律

（昭和３７年法律第８８号）第２条第１項に規定する辺地 

（ハ）山村振興法（昭和４０年法律第６４号）第７条の規定に基づいて主務大臣が

指定した振興山村の区域 

 

（補助対象事業者） 

第３条 補助対象事業者は、地域協議会が定めた地域間幹線系統確保維持計画に運送予

定者として記載されている乗合バス事業者であって、第４条の基準に適合する補助事

業を行う者とする。 

 

（補助事業の基準） 

第４条 補助対象事業者の行う補助事業は、次の各号に掲げる基準に適合するものとす

る。 

（１）補助対象路線は、地域間幹線系統確保維持計画に記載された生活交通路線であ

って、補助対象期間に当該生活交通路線の運行によって得た経常収益の額が同期

間の当該生活交通路線の補助対象経常費用に達していないものとする。 

（２）補助対象経費の額は、補助対象経常費用と経常収益との差額（以下「補助対象

経費１」という。）とする。ただし、第２条第３号（へ）（三）に該当する路線に

ついては、補助対象経常費用の１１／２０と経常収益との差額（以下「補助対象

経費２」という。）についても補助対象経費とする。 

（３）他の運行系統との競合区間の合計が５０％以上の生活交通路線であって、当該

競合区間の輸送量の和が１日当たり１５０人を超えるものに係る補助対象経費１

の額は、次式により計算された額とする。 

 

   当該生活交通路線の補助対象経常費用と経常収益との差額 × 

 

 

 

 

（４）補助対象経費１の額は、平均乗車密度が５人未満の生活交通路線については、

当該運行系統の輸送量を５人で除した数値（端数切り捨て）を運行回数とみなし

た場合の当該運行回数分に相当する額とする。 

（５）補助対象経費１の額は、補助対象経常費用の９／２０に相当する額を限度とす

る。 

ただし、複数年単位で当該生活交通路線を運行する乗合バス事業者を決定して

いる場合における２年目以降の補助対象経費１の額については、前年度の補助対

象経費１の額（前年度が複数年契約における初年度であって当該年度の始期から

９月３０日までの期間が１年に満たない場合にあっては、当該年度の始期から９

月３０日までの補助対象経費１の額の１年間相当分の額）を限度とするものとす

（ ） 
 当該生活交通路線の総キロ程－競合区間に係るキロ程  

      当該生活交通路線の総キロ程 



る。 

２ 補助対象路線の要件成否の決定は、当該補助対象期間の末日における状態に応じて

決定するものとする。 

 

（補助金の交付額） 

第５条 補助金の交付額は補助対象経費１及び補助対象経費２のそれぞれ１／２以内の

額で知事が定める額とする。 

 

（交付申請書の様式等） 

第６条 規則第４条第１項の交付申請書の様式は、第１号様式のとおりとする。 

２ 規則第４条第１項の交付申請書の提出期限は、補助金を受けようとする年度の１１

月２０日とする。 

 

（添付書類） 

第７条 規則第４条第２項第５号の規定によるその他知事が定める事項に係る書類は、

次の各号に定めるとおりとする。 

（１）補助対象期間に係る旅客自動車運送事業等報告規則（昭和３９年運輸省令第２

１号）第２条第２項の営業報告書及びこれに関連する必要な事項を記載した書類 

（２）第１号の２様式による補助対象期間に係る運行系統別輸送実績及び平均乗車密

度算定表（補助対象路線に係るものに限る。） 

（３）補助対象路線に係る運行系統及び停留所を明らかにした図面並びに運行時刻表 

２ 規則第４条第２項第２号から第４号までに掲げる事項に係る書類の添付は要しない。 

 

（交付決定及び額の確定通知の様式） 

第８条 規則第７条及び第１４条の交付決定及び額の確定通知の様式は、第２号の様式

のとおりとする。 

 

（書類の整備等） 

第９条 補助金の交付を受けた者は、補助事業に係る収入及び支出等を明らかにした帳

簿を備え、かつ当該収入及び支出等についての証拠書類を整備保管するものとする。 

２ 前項に規定する帳簿及び証拠書類は、当該補助事業の完了する日の属する会計年度

の翌会計年度から５年間保管するものとする。 

 

附 則 

１ この要綱は、平成１５年度から適用する。 

２ 廃止前の過疎地域等バス交通対策費補助金交付要綱の規定により、平成１４年度に

当該補助金の交付対象となっていた路線については、第２条第１１号の規定にかかわ

らず、過疎地域等市町村を運行する路線とみなす。 

３ 廃止前の過疎地域等バス交通対策費補助金交付要綱の規定により、平成１４年度に

当該補助金の交付対象となっていた路線に第５条の規定を適用する場合の補助金の交

付額については、原則として、補助対象経費１及び補助対象経費２のそれぞれ１／２

以内の額で、かつ、その総額は平成１４年度に当該路線に対し県から市町村に交付さ

れた当該補助金の額に相当する額をその限度とする。 

 



附 則 

１ この要綱は、平成１７年度から適用する。 

２ 第４条第１項第２号ただし書に定める補助対象経費に補助を開始した路線について

は、国要綱の規定により、地域間幹線系統確保維持計画に位置づけ、継続して国土交

通大臣の認定を受けている間は、第２条第１１号の規定にかかわらず、過疎地域等を

運行する路線とみなす。 

 

附 則 

この要綱は、平成１８年度から適用する。 

 

附 則 

この要綱は、平成２０年９月１９日から適用する。 

 

附 則 

１ この要綱は、平成２３年度から適用する。 

２ 第４条第１項第１号中「地域間幹線系統確保維持計画」とあるのは、平成２３年度

に限り、「地域間幹線系統確保維持計画又は国要綱附則第５条に定める生活交通路線維

持確保３ヵ年計画」と読み替えるものとする。 

 

附 則 

この要綱は、平成２４年度から適用する。 

 

附 則 

１ この要綱は、平成２９年度から適用する。 

２ 第２条第１項第３号（ハ）の要件は、地域公共交通の活性化及び再生に関する法律

（平成１９年法律第５９号）第２７条の２第１項に規定する地域公共交通再編実施計

画を作成し、同法第２７条の３第２項により国土交通大臣の認定を受けた路線で地域

間幹線系統と位置付けられた系統については、当該地域公共交通再編実施計画で定め

られた期間中に限り、国要綱別表３に定める補助対象事業の基準ホを適用するものと

する。 

  この場合、第４条第１項第３号及び第４号は適用しないものとする。 

 

附 則 

この要綱は、令和３年度から適用する。 

 


